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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日) 

  

 
  

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

  

 
車関連事業 
(千円)

アウトドア・
レジャー・ス
ポーツ関連 
事業(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,167,223 503,735 304,899 5,975,859 － 5,975,859 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 5,167,223 503,735 304,899 5,975,859 － 5,975,859 

  営業利益 1,001,390 112,723 35,301 1,149,415 (268,235) 881,179 

 
車関連事業 
(千円)

アウトドア・
レジャー・ス
ポーツ関連 
事業(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,300,459 455,051 305,529 6,061,040 － 6,061,040 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 5,300,459 455,051 305,529 6,061,040 － 6,061,040 

   営業利益 1,137,979 151,895 27,919 1,317,794 (233,380) 1,084,413 
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
 (注)１ 事業区分の方法は内部管理上採用している区分を基本としておりますが、製品の用途・性質の類似性を考 

  慮して「車関連事業」、「アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業」及び「介護関連事業」に区分して

  おります。 

 ２ 各事業の主な製品等 

 
 ３ 会計方針の変更 

(前第３四半期連結累計期間) 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更の「１会計方針の変更」の（1）棚卸資産

の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より適用しております。 

なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間において、「車関連事

業」で232,054千円、「アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業」で5,558千円営業利益が増加しておりま

す。 

  

 
車関連事業 
(千円)

アウトドア・
レジャー・ス
ポーツ関連 
事業(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 11,114,236 872,143 939,115 12,925,495 － 12,925,495 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 11,114,236 872,143 939,115 12,925,495 － 12,925,495 

   営業利益 1,773,959 158,490 120,187 2,052,638 (884,531) 1,168,106 

 
車関連事業 
(千円)

アウトドア・
レジャー・ス
ポーツ関連 
事業(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 11,183,851 1,009,619 948,093 13,141,564 － 13,141,564 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 11,183,851 1,009,619 948,093 13,141,564 － 13,141,564 

   営業利益 1,690,321 213,028 116,463 2,019,813 (663,913) 1,355,899 

事業 
区分

製品部門 主要製品等

車関連 
事業 

車用品部門 
車用小物類、オートスポーツ用品(RÄZOブランド等)、車用鏡類、チャ
イルドシート等。 

運搬架台・タイ
ヤ滑止部門 

スキーキャリア及び各種レジャー用具積載用システムキャリア(ＩＮ
ＮＯブランド)、非金属タイヤ滑止(バイアスロンブランド)等。 

ケミカル類部門 芳香剤、消臭剤等のケミカル類等。

電子・電気機器 
部門 

ハロゲンバルブ、自動車用ＨＩＤランプ、エンジンスターター、車内
電装用品、携帯電話関連品、エアクリーナー、カーセキュリティ等。 

アウトドア・レジャー・ 
スポーツ関連事業 

スポーツ用品(スノーボード及びその関連品等)、キャンプ用品、
アウトドア用品、レジャー用品、ウェア類、自転車等。 

介護関連事業 老人介護施設の設置、運営等。
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日) 

  

 
  

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

  

 
日本 
(千円)

中国
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,644,836 104,834 226,188 5,975,859 ― 5,975,859 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 58,009 852,966 ― 910,976 (910,976) ―

計 5,702,845 957,801 226,188 6,886,835 (910,976) 5,975,859 

営業利益 1,063,592 56,561 18,733 1,138,887 (257,708) 881,179 

 
日本 
(千円)

中国
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,753,983 83,037 224,019 6,061,040 ― 6,061,040 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 127,054 819,982 ― 947,037 (947,037) ―

計 5,881,037 903,020 224,019 7,008,077 (947,037) 6,061,040 

営業利益 1,174,678 94,125 30,437 1,299,241 (214,827) 1,084,413 
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
 (注)１  国又は地域の区分は、経済活動の類似性及び地理的近接度を考慮して決定しております。 

本邦以外の区分に属する主な国又は地域については、「中国」、「韓国」及び「米国」に区分しております

が、「韓国」及び「米国」については、全セグメントの売上高に占める割合が10％未満であるため、「その

他の地域」として記載しております。 

２ 会計方針の変更 

(前第３四半期連結累計期間) 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更の「１会計方針の変更」の（1）棚卸資産

の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より適用しております。  

なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間において、「日本」で

237,612千円営業利益が増加しております。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び 

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに 

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)及び 

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

   海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
  

  

(企業結合等関係) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

 
日本 
(千円)

中国
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 12,249,164 271,139 405,192 12,925,495 ― 12,925,495 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 322,626 2,013,897 ― 2,336,524 (2,336,524) ―

計 12,571,791 2,285,036 405,192 15,262,019 (2,336,524) 12,925,495 

営業利益又は営業損失(△) 1,951,553 107,231 △16,805 2,041,979 (873,872) 1,168,106 

 
日本 
(千円)

中国
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 12,495,741 226,653 419,170 13,141,564 － 13,141,564 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 250,643 1,958,852 ― 2,209,495 (2,209,495) ―

計 12,746,385 2,185,505 419,170 15,351,060 (2,209,495) 13,141,564 

営業利益 1,888,774 147,297 1,362 2,037,434 (681,534) 1,355,899 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  

  

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

  

 
 (注)１ 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

  潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

  

 987.81円
 

897.23円

(自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 87.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 87.48円
 

１株当たり四半期純利益金額 92.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

項目 (自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 

四半期純利益 665,745千円 704,319千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益 665,745千円 704,319千円

普通株式の期中平均株式数 7,600千株 7,600千株

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

四半期純利益調整額 － －

普通株式増加数 
（うち新株予約権） 

9千株 
(9千株) 

   －
 (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

－ －
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第３四半期連結会計期間 

  

 
 (注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

  記載しておりません。  

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

(自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 64.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
 

１株当たり四半期純利益金額 81.62円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

項目 (自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 

四半期純利益 490,990千円 620,375千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益 490,990千円 620,375千円

普通株式の期中平均株式数 7,600千株 7,600千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

－ －

２ 【その他】
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平成21年２月13日

株式会社カーメイト 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カーメイトの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カーメイト及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より、棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    佐    野         裕    印 

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    土    肥         真    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  

平成22年２月12日

株式会社カーメイト 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カーメイトの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カーメイト及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    佐    野         裕    印 

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    土    肥         真    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月12日 

【会社名】 株式会社カーメイト 

【英訳名】 CAR MATE MFG. CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長  村 田 隆 昭 

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 東京都豊島区長崎５丁目33番11号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

 

 



当社代表取締役会長兼社長村田隆昭は、当社の第45期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21

年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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宝印刷株式会社印刷

本紙は再生紙を使用しております。
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